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　2005年 9 月以降、連邦最高裁判所判事の人事
をめぐる焦点は、ウィリアム・レーンキスト
（William H. Rehnquist）連邦最高裁首席判事
の後任として指名されたジョン・ロバーツ
（John G. Roberts Jr.）・コロンビア特別区巡
回区連邦控訴裁判所判事が連邦上院の承認を得
られるかどうか、またオコナー（Sandra Day 
O’Connor）連邦最高裁判事の後任に誰が指名
されるか、以上の二点に移った。
　まずロバーツ判事に関する首席判事人事につ
いては、 9月29日に連邦上院において承認され
た。その後、10月3日にジョージ・ブッシュ
（George W. Bush）大統領はオコナー判事の
後任にハリエット・マイヤーズ（Harriet E. 
Miers）現大統領法律顧問を指名した。しかし、
この人事に対し保守系団体が強硬に反発したこ
とが大きな圧力となり、マイヤーズ氏は辞退を
表明した。この異例の事態を受け、10月31日に、
ブッシュ大統領はオコナー判事の後任として新
たに、保守派としての評価が定まっているサ
ミュエル・アリート（Samuel A. Alito Jr,）・
第 3巡回区連邦控訴裁判事を指名した。
　本稿では、本誌前号の記事

（注1）  

を受け継いで、
2005年 9 月以降の連邦最高裁判事の人事に関す
る一連の動きを紹介する

1 　ロバーツ判事の連邦最高裁首席判事の任命

成立

　当初、ロバーツ判事はオコナー判事の後任に
指名されていたが、レーンキスト首席判事の突
然の死去に伴い、同首席判事の後任に差し替え
られた。そして 9月29日に連邦上院は、ロバー

ツ判事の指名人事を78対22の大差で承認し、同
判事は第17代連邦最高裁首席判事に任命された。
　このロバーツ判事の人事に賛成したのは、55
名の全共和党議員に加えて、22名の民主党議員、
そして無所属のジェームズ・ジェフォーズ
（James M. Jeff ords）議員であった。
　このように、民主党から半数の議員が賛成に
回った。その多くは、いわゆる「レッド・ステー
ト」と呼ばれる保守色の強い州の出身であり、
2006年秋の中間選挙を考えると、ロバーツ判事
の人事に反対できなかったと言われている。ま
た、こうした選挙事情とともに、アメリカの法
曹界でロバーツ判事が有能な法律家であると評
価されている点や、同判事が保守派と考えられ
ていながらも、過去の言動のなかに党派的な対
立を引き起こす発言が極めて少なかった点など
も、民主党議員の一定の支持を集めた背景であ
ると思われる

（注2）  

。
　連邦判事は終身制を採用しているため、1955
年生まれで、現在、50歳と若いロバーツ判事は
健康問題等によほどの事態が発生しない限り、
今後長期に渡って連邦最高裁首席判事の職務を
務めるであろうと見られている。

2 　マイヤーズ氏の指名とその辞退

　上院がロバーツ判事の人事を承認してから 4
日後の10月 3 日に、ブッシュ大統領はオコナー
判事の後任に、現在60歳で、大統領法律顧問を
務めるハリエット・マイヤーズ氏を指名した。

経歴

　マイヤーズ氏は1945年生まれ、1970年に南メ
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ソジスト大学ロースクールを卒業後、72年にテ
キサス州ダラス市にある法律事務所（Locke 
Purnall Rain Harrell）に就職した。同法律事務
所には20年以上在籍し、マイクロソフト
（Microsoft）社などを顧客に持つ企業弁護士
として活躍し、96年には同法律事務所で女性初
の所長となった。また、85年にはダラス市弁護
士協会（Dallas Bar Association）会長に就任
し（～86年）、92年にはテキサス州弁護士協会
（State Bar of Texas）会長の座に就いた（～
93年）。
　ブッシュ大統領とは、94年のテキサス州知事
選挙のときからの知り合いで、同選挙でブッ
シュ陣営の法律顧問を務めた。その後、95年に
テキサス州宝くじ委員会（Texas Lottery 
Commission）委員長に就任し、2001年のブッ
シュ政権の発足とともにホワイトハウス入りし、
政策担当の次席補佐官を務め、2005年 2 月から
は大統領法律顧問の職に就いている

（注3）  

。

保守系団体の反発

　マイヤーズ氏の指名には、「ブッシュ大統領
と長年の知り合いであるために指名されたに過
ぎない、単なる縁故主義」といった批判が一部
民主党議員の間から投げかけられたが、より注
目を集めたのは、キリスト教保守派をはじめと
する多くの保守系団体や言論人の反応であった。
これらの団体は、ブッシュ大統領の支持団体で
あるにもかかわらず、マイヤーズ氏の指名に対
して一斉に反対のキャンペーンを展開した。例
えば、保守派の著名な論客であるウィリアム・
クリストル（William Kristol）氏は、Weekly 
Standard（ウィークリー・スタンダード）誌
上でマイヤーズ氏の指名について「深く失望し
た」と述べ、またポール・ワイリック（Paul 
Weyrich）氏もTime（タイム）誌に「連邦最
高裁の判事という職務に最も相応しい女性を
ブッシュ大統領が選択したと一部の人々が言っ

ているのを聞くと困惑する」とコメントを寄せ
た
（注4）  

。さらにアメリカ保守同盟（American 
Conservative Union）のデビッド・キーン（David 
A. Keene）会長に至っては、「我々がブッシュ
大統領を無条件に支持する日々は終わった」と
さえ述べた

（注5）  

。保守系団体は、こうしたキャンペー
ンを通して、ブッシュ大統領にマイヤーズ氏の
指名撤回を求めたのである。
　保守系団体は連邦最高裁の人事を重要課題に
位置づけ、なかでも、中道派として知られてき
たオコナー判事の引退に伴う今回の人事を連邦
最高裁に保守派の判事を新たに送り込む絶好の
機会と考えていた。
　このような保守系団体がマイヤーズ氏の指名
に反対したのは、主に次のような理由からであ
る。経歴からも明らかなように、マイヤーズ氏
には判事の経験がなく、また著作物も乏しい。
そのため、同氏が連邦最高裁判事として人工妊
娠中絶等様々な問題においていかなる立場を示
すのか予測し難かったのである。
　なお、この点に関連して保守系団体にとって
は、1990年にブッシュ（George H.W. Bush）
元大統領により任命されたデビッド・スーター
（David H. Souter）判事のケースは苦い教訓
となっている。任命当時中道保守と目されてい
た以外、さほど知名度の高い人物ではなかった
スーター判事は、その後連邦最高裁の代表的な
リベラル派へと傾斜していった

（注6）  

。このような経
験もあり、保守系団体はマイヤーズ氏に強い警
戒心を抱いたと見られている

（注7）  

。

マイヤーズ氏の辞退表明

　10月27日に、マイヤーズ氏は連邦最高裁判事
の指名を辞退すると表明した。その理由に、マ
イヤーズ氏は自ら作成に関わった政権内部文書
の提出を上院議員が執拗に求めていることを挙
げた。すなわち、内部文書の提出は行政府の権
限を著しく損なう恐れがあるため、そのような
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事態を避けるというのが表向きの理由であっ
た
（注8）  

。しかし新聞報道などでは、ホワイトハウス
にとって先の保守系団体の圧力が無視し得ない
ものになり、マイヤーズ氏は辞退に追い込まれ
たとの見方が一般的となっている。
　ブッシュ大統領がそもそも自身の支持基盤で
ある保守系団体の抵抗を予想できなかった原因
については新聞などで様々な議論が行われた。
例えば、ブッシュ政権にとって大打撃となりつ
つあるCIA機密漏洩事件の影響で、カール・
ローブ（Karl Rove）氏をはじめとする大統領
のスタッフ達が連邦最高裁の人事に十分に注意
を払うことができなかったと指摘する報道や、
これまでの緊密な関係の構築から保守系団体が
黙って従ってくれるはずだと期待したブッシュ
大統領の判断ミスを指摘するものなどがある

（注9）  

。
　いずれにしても、マイヤーズ氏の辞退表明を
受け、ブッシュ大統領が新たに誰を指名するの
か、にわかに注目が集まることになった。

3 　アリート判事の指名

　10月31日に、ブッシュ大統領はオコナー判事
の新たな後任候補に、現在55歳のサミュエル・
アリート連邦控訴裁判事を指名した。アリート
判事は、現在の連邦最高裁の保守派のリーダー
とされるアントニン・スカリア（Antonin 
Scalia）判事と見解が似ているという意味で「ス
カリート（Scalito）」と呼ばれるほど、保守派
としての評価が定着している人物である

（注10）   

。

アリート判事指名の背景

　ブッシュ大統領にとって、マイヤーズ氏指名
後の保守系団体の予想外とも言える反発は新た
な後任候補を選定する上で決して軽視できるも
のではなかった。CIA機密漏洩事件に加え、
米軍の死傷者数が増え続けるイラクの現状やハ
リケーン・カトリーナへの対応の拙さなどから、
政権発足以来、世論の支持率が最低値を記録す

るなか、連邦最高裁の人事をめぐり自らの支持
団体までもが離反するようなことがあれば、
ブッシュ大統領が一層苦しい政治的な状況に追
い込まれることは必至であったためである。今
回、ブッシュ大統領がその政治的傾向が定かで
はないマイヤーズ氏から一転、保守派のアリー
ト判事の指名に踏み切ったのは、こうした事情
が背景にあった

（注11）   

。

経歴

　アリート判事は、1950年生まれで1975年に
エール大学ロースクールを卒業後、レオナード・
ガース（Leonard Garth）・第 3 巡回区連邦控
訴裁判事のもとで調査官として勤務した。レー
ガン（Ronald Reagan）政権の発足で、1981年
から1985年まで訟務長官次官補、85年から87年
までは副司法次官補をそれぞれ務め、この間、
連邦政府が当事者となる数々の訴訟に政府を代
表して参加した。
　87年から89年まではニュージャージー地区連
邦検事を務め、90年に第 3巡回区連邦控訴裁判
事に任命され、現在に至っている。またアリー
ト判事は、保守系の法曹家を束ねているフェデ
ラリスト協会（Federalist Society）の長年の
メンバーでもある

（注12）   

。

指名についての反応

　当然のことながら、アリート判事の指名に対
して保守系団体は歓迎の意向を表明している。
例えば、マイヤーズ氏のケースでブッシュ大統
領に対し最も手厳しい批判を寄せた、アメリカ
保守同盟のキーン会長もアリート判事の指名に
対する支持を即座に表明した

（注13）   

。
　アリート判事の指名で保守系団体の離反を阻
止することができたブッシュ大統領であるが、
その一方で上院での承認の行方を左右する上院
民主党議員の反応が注目された。
　上院民主党議員のなかには、アリート判事の
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指名に対して指名発表直後に懸念を表明した議
員もいたが、しかしその大半は上院での審議ま
で態度表明を持ち越した。
　確かにアリート判事は「スカリート」と称さ
れるほど、保守派としての評価が確立している
人物であり、また公開されたレーガン政権高官
時代にアリート判事が作成した文書は、同判事
が保守的政治信念を強く抱いていることを物
語っていた

（注14）   

。
　しかしその一方で、アリート判事については
「個人的な政治信念に基づき判決を下す人物で
はない」という別の見方も存在していた

（注15）   

。この
ようなことから、多くの民主党議員は即座に態
度を決めずに、2006年 1 月から始まる上院での
審議においてアリート判事を十分に吟味する構
えを示していた。

上院での指名承認

　2006年 1 月10日から始まった上院司法委員会
公聴会での審議において、上院民主党議員が特
に注目したのは、人工妊娠中絶を合法化した
ロー判決（Roe v. Wade）と大統領権限に関す
るアリート判事の見解であった。まずロー判決
に関する質問に対して、アリート判事は「既に
定まった法（settled law）である」とは述べず、
同判決への支持を明言しなかった

（注16）   

。
　また、2001年 9 月11日の同時多発テロ事件以
降、対テロ戦争の一環としてブッシュ大統領の
認可のもとアメリカ政府が国内での盗聴活動を
行っていた事実が明らかとなり、アリート判事
が大統領権限の範囲についてどのような見解を
示すのかについても関心が集まった。しかし、
アリート判事は「対テロ戦争は大統領に無条件
の権限を与えていない」としながらも、「公聴
会での質問は、非常に重要ではあるが余りにも
難しい問題であり、個々の訴訟で取り上げられ
ることになるであろう」と回答し、このテーマ
に関して自身の見解を明確に示さなかった

（注17）   

。

　以上の公聴会での回答は上院民主党議員の多
くを満足させるものにはならず、同党議員の大
半がアリート判事の人事に反対を表明した。そ
のような議員のなかには、エドワード・ケネディ
（Edward M. Kennedy）、ジョン・ケリー（John 
F. Kerry）両議員のようにフィリバスター（議
事妨害）で承認を阻止すべきだと訴える者まで
いた。
　しかし、上院民主党指導部のなかには、こう
したケネディ議員らの動きについて懸念する声
もあった。すなわち、アリート判事の人事を遅
らせることはCIA機密漏洩事件や国家安全保障
局による盗聴活動、そしてロビイストのジャッ
ク・エイブラモフ（Jack Abramoff ）氏をめぐ
る事件など、ブッシュ政権並びに議会共和党に
とって痛手となる問題が色褪せてしまうとし
て、ハリー・リード（Harry M. Reid）上院民
主党院内総務などが、ケネディ議員らの動きに
抵抗したのである

（注18）   

。
　その結果、アリート判事の人事が採決に付さ
れことになり、 1月31日に上院本会議において
58対42で承認された。54名の共和党議員に加え
て、保守色の強い州から選出されている 4名の
民主党議員も賛成票を投じた

（注19）   

。

連邦最高裁判所の新たな構成

　中道派のオコナー判事の後任にアリート判事
が決まったことで、連邦最高裁の保守派と目さ
れるグループが増えたことになる。以下は、そ
の新たな構成である。今後、連邦最高裁が保守
化の度合いを強めることになるのかどうか注目
されるところである。

保守派と目される判事：
ジョン・ロバーツ首席判事
アントニン・スカリア判事
ク ラ ー レ ン ス・ ト ー マ ス（Clarence 
Thomas）判事
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サミュエル・アリート判事

中道派と目される判事：
ア ン ソ ニ ー・ ケ ネ デ ィ（Anthony M. 
Kennedy）判事

リベラル派と目される判事：
ジ ョ ン・ ス テ ィ ー ブ ン ス（John Paul 
Stevens）判事
デビット・スーター判事
ル ー ス・ ギ ン ズ バ ー グ（Ruth Bader 
Ginsburg）判事
スティーブン・ブライアー（Stephen G. 
Breyer）判事

注

＊ インターネット情報は、すべて2006年 2月 5日現在

のものである。
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（ みやた　ともゆき・海外立法情報課非常勤調
査員）

　安楽死とは、末期患者の苦痛を回避する目的
で、主として患者本人の意思にしたがって、そ
の者の死期を早めることをいう。一方、尊厳死
とは、治癒の見込みが無い末期患者に尊厳を保
ちながら最期を迎えさせることをいう。このよ
うに、両者は厳密に言えば別個の概念ではある
が、現象面に着目すれば部分的に重なり合って
いる。また、患者の自己決定権を尊重すべきで
あるという思想の高まりを背景として普及して
きた点において軌を一にするものであり、必ず
しも明確に区別して用いられているとは言い難
い。
　しかし、いずれにせよ、人の生命を人為的に
終わらせることに対しては根強い反対意見が存
在しており、今年 3月にアメリカで、植物状態
が続いていた女性患者の生命維持装置が取り外
された際には、装置取外しの是非を巡って激し

い論争が行われ、その帰趨は世界的な注目を集
めることとなった（テリ・シャイボ事件

（注1）  

）。
　また、我が国でも、平成16年 1 月23日の参議
院本会議で、尊厳死について問われた坂口力厚
生労働大臣（当時）が「終末期医療の在り方や
その法制化につきまして、国民の間では判断が
分かれている難しい問題があることも事実でご
ざいます。」と答弁しており

（注2）  

、この問題が世論
を二分するものであることが示唆されている。
　ドイツでは、我が国と同様、安楽死・尊厳死
の全体を規律する法令は存在していない。しか
し、ここ数年、各種審議機関が相次いで報告を
行い、それらを受けて連邦政府が法案作成に着
手するなど、事態は進展しつつある。そこで、
以下では、我が国における検討の一助とすべく、
ドイツにおける議論の最近の動向を紹介する。
　なお、ドイツにおいては、かつて国家社会主義

【短信：ドイツ】

尊厳死法制化に関する最近の動向

渡邉　斉志


